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序 外部評価を終えて 

教育学部長

山 本 博 文

福井大学教育学部は平成 28年 4月に教員養成に特化した学部として旧教育地域科学部から改組・改称

して発足し、令和 4 年 3 月で 6 年が経過します。この外部評価は、新しい教育学部として受ける初めて

の外部評価となります。また修士課程と教職大学院の課程からなる教育学研究科は、平成 28年 4月に修

士課程からなる教育学研究科と福井大学・奈良女子大学・岐阜聖徳学園大学連合教職開発研究科に分か

れ、教育学研究科においては令和 2年度から学生募集が停止となりました。また教育学部附属小学校、中

学校においては、平成 29年 4月より附属義務教育学校に統合されるとともに、これまで教育学部教員が

兼担していた校長の専任化を進め、令和 2 年 4 月には附属義務教育学校長 兼 附属幼稚園長が、また

令和 3 年 4 月には附属特別支援学校長が着任しました。これに加え、令和 3 年 4 月には附属教育実践総

合センターを発展的に改組し、全学組織としての総合教職開発本部を設置しました。 

この間、教員養成を取り巻く状況はますます厳しさを増してきました。令和元年６月には中央教育審議

会答申「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン」や近年の社会状況の変化等を踏まえた「国立大

学改革方針」が示されました。この中で示された取り組むべき方向性の一つとして、国立大学の適正な規

模、特に教員養成系大学・学部の高度化と、他大学との連携・集約が掲げられました。これに対し福井大

学は知識集約社会における地方創生を実現する知の拠点としての役割をはたすべく、地域連携プラット

フォームの構築を目指すとし、教育学部においても教師の専門職としての生涯にわたる教育研究の高度

化を図るべく、令和 4 年から始まる第４期中期計画においても、学校教育現場で求められている卓越高

度専門職業人としての教員を計画的に養成することを目指し、小学校・中学校９年間を見通した児童・生

徒主体の学びを担うことのできる教員を養成するカリキュラムや教育プログラムの整備・実施を盛り込

むこととしました。 

本冊子には今回行った外部評価実施の概要、教育学部外部評価関係ワーキング・グループ構成員名簿と

ともに、評価の資料として自己点検評価書がまとめられています。今回の外部評価を受けるにあたり、教

育学部および附属学校園の諸活動を、1.学部等の理念・目標、2.組織及び人事構成、3.予算、4.施設・設

備、5.教育、6.研究、7.社会連携・貢献、8.グローバル化、9.附属施設の活動にまとめた「外部評価のた

めの資料」を準備いたしました。本資料には、学部の教育活動、研究活動など多様な内容を含み、かつ各

教員の独自の活動も含めて、評価に資するべくまとめたものです。 

今回の外部評価にあたっては、独立行政法人教職員支援機構理事長の荒瀬克己氏に委員長をお引き受

けいただくとともに、福井県教育庁学校教育監の油谷 泉氏、福井新聞社編集局次長の菊野昭彦氏に評

価委員をお願いいたしました。外部評価委員各位には、委員就任をご快諾いただきましたこと、またご多

忙の中、評価意見をいただきましたこと、まずもって御礼申し上げます。外部評価結果につきましては、

外部評価委員長の総括とともに、各委員からの評価として掲載させていただきました。またこれらの評

価意見に対する対応策・対応状況・部局長等の意見も掲載させていただきました。頂いた貴重なご意見

は、学部の今後の運営に生かしていきたいと思っています。 
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１ 外部評価実施の概要 





1 外部評価実施の概要

1-1 外部評価委員会委員名簿（五十音順、敬称略）

◎荒瀬 克己   独立行政法人教職員支援機構理事長 

 油谷  泉   福井県教育庁学校教育監 

 菊野 昭彦   株式会社福井新聞社編集局次長 

◎印は委員長
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1-2 外部評価実施概要

1 目 的 

  本学教育学部の教育研究活動状況及び学部等の改革への取り組み状況について、学外の有識者

による評価及び提言を受け、教育研究の発展・充実に資することを目的とする。 

2 評価項目 

１．学部等の理念・目標 

２．組織及び人事構成 

３．予算 

４．施設・設備 

５．教育 

６．研究 

７．社会連携・貢献 

８．グローバル化 

９．附属施設の活動 

3 評価の方法 

  外部評価委員は、外部評価資料及び本学教育学部教員との面談に基づき、外部評価書を作成す

る。 

4 外部評価資料等 

 外部評価委員に対し、令和 3年 11 月に「外部評価のための資料」を送付する。 

5 外部評価委員会開催予定日時 

（1）日 時 令和 4年 1月 13日（木）9：00～12：00

（2）場 所 福井大学文京キャンパス総合研究棟Ⅴ（教育系 1号館）1階大会議室
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1-3 外部評価項目

1．学部等の理念・目標

1-1 学部等の理念・目標について

1-2 全学の目的等との整合性について

1-3 学部等の理念・目標、及び活動状況の公表について

2．組織及び人事構成 

  2-1 組織構成の状況について 

2-2 人事構成の状況について

2-3 若手及び女性教員の採用状況について

2-4 質の保証・向上に向けた体制の状況について

3．予算 

3-1 予算状況について

3-2 外部資金の獲得状況について

4．施設・設備 

  4-1 施設・設備の状況について 

4-2 教育環境について

4-3 研究環境について

5．教育 

5-1 教育理念・人材育成の目的と特徴について

5-2 教育実施体制の状況について

  5-3 教育活動の状況について 

5-4 教育成果の状況について

  5-5 学生支援の状況について 

  5-6 教育の質保証への対応について 

6．研究 

6-1 研究目的と特徴について

6-2 研究活動の状況について

6-3 研究成果の状況について

7．社会連携・貢献 

7-1 社会連携・貢献の目的と特徴について

7-2 社会連携・貢献活動の状況について

7-3 社会連携・貢献活動の成果・効果の状況について

8．グローバル化 

8-1 教育のグローバル化について

8-2 国際交流について

9．附属施設の活動 

9-1 教育学部附属学園について

9-2 教育学部附属教育実践総合センターについて
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9-3 総合自然教育センターについて
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1-4 外部評価委員会スケジュール

1 日   時 令和 4年１月 13日（木）9：00～12：00 

2 場  所 福井大学文京キャンパス総合研究棟Ⅴ（教育系１号館）１階大会議室 

3 出 席 者  外部評価委員 3名 

4 本学出席者  教育学部長、外部評価実行ワーキング・グループ構成員、事務関係者等 

5 当日のスケジュール（外部評価委員会） 

9:00 ～9:15   開会挨拶（学部長） 

外部評価委員会委員紹介 

本学出席者紹介 

外部評価委員会委員長選出 

9:15 ～11:10  教育学部の概要説明、質疑応答 

11:10～11:20 休 憩 

11:20～11:30 講評（各委員） 

11:30～11:35 総括・講評（委員長） 

11:35   閉会挨拶（学部長） 
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２ 外部評価結果 





2 外部評価結果 

2-1 委員長総括

福井大学教育学部の外部評価結果について 

荒 瀬 克 己 委員長

外部評価委員長として、まず、福井大学教育学部の真摯で先進的な取組に対して敬意を表する。外

部評価委員会で、丁寧にまとめられた資料に基づく詳しい説明を受けて、福井大学教育学部が、優れ

た専門職性を備える教員の養成に専心していること、そのためのカリキュラム開発に努めていること、

福井県教育委員会等との連携に意欲的であること、また、福井県教育委員会等からの期待が大きいこ

と等を高く評価する。

 特に印象に残ったのは、「まずは授業ができる人に育てる」という、基本的で重要な視点を持って学

生の指導に当たっている点である。いうまでもなく、個人としての幸福の実現と、多様な他者ととも

に幸福を実感できる持続可能な社会の担い手の育成をめざす学校教育の根幹は、授業である。GIGAス

クール構想のもと「一人一台端末」が実現して授業の在り方が変化していく中で、人間の教師が人間

を育てることの重要性はいっそう増している。このことは、新学習指導要領や、中央教育審議会答申

「「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引き出す，個別最適な学び

と，協働的な学びの実現～」にも示されているところである。

 「授業ができる」ようになるために、教師は学び続けることが求められる。当然、学校教育のさまざ

まな場面においての指導や支援のためにも、教師は多様な学びを続けなければならない。それは同時

に、教師という専門職の魅力を感得することにつながっていることが重要である。その基本的な学び

の姿勢を養うのが、教育学部の重要な使命であると考える。

 したがって、教師を育てる場として、教職の魅力の発信によって教職を志望する若者を増やすこと

を含め、必要な要件を調えるという観点から、今後も自己点検を充実し、福井大学教育学部が、福井

県はもとより社会の期待に応えられるよう、今後いっそう不断の努力を重ねられることを願ってやま

ない。
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2-2 各委員からの評価 

 
1．学部等の理念・目標 

   

1-1 学部等の理念・目標について 

 
■荒瀬委員 

 「教員養成スタンダード」は、2010 年に策定され、2016 年に改訂されているが、新学習指導要

領、「令和の日本型学校教育」答申、また GIGA スクール構想の具体化等、学校教育の在り方の変

化に応じて、不断の見直しを進められたい。 
 
■油谷委員 

 学部の改組に応じた新しい目的や理念は、今日的な教育課題を踏まえており、地域社会の未来を

担う子どもを育てる教員に求められる資質能力を示したものとして適切である。この目的や理念

を具体化するため、「教員養成スタンダード」を改訂し学生はもとより外部への公表・周知に努め

るとともに、学校現場主義の観点からカリキュラム等を構築されていることは、高度専門職業人

としての教員の育成に大きな成果が期待できる。 
 
■菊野委員 

 学部目的にある「高い専門性とともに実践的力量を持って積極的に取り組むことのできる学校

教員の養成」、学部理念の「教師は地域社会の未来に資する人材を育成する責務を負う」は、どう

いう教師を育てていくべきかというビジョンを明確に示しており、その内容は地域にとって心強

い。理念にある「新しい時代に生きる子どもたちの未来をひらく教師」をさらに推進し、「新しい

時代をつくる子どもたちの未来を開く教師」ぐらいに主体的で能動的な人材の育成を目標に、こ

の高い理念と目標を、教師を目指す学生に浸透させてほしい。 
 
1-2 全学の目的等との整合性について 

 
■荒瀬委員 
  妥当である。 
 
■菊野委員 

 大学の目的及び使命にある「高度専門職業人」について、学部では「高い専門性とともに実践的

力量を持って積極的に取り組むことができる学校教員」と具体的に定義している。 
「専門性」と「実践的力量」は、現在の教師にとって不可欠な両輪と感じる。 

   
1-3 学部等の理念・目標、及び活動状況の公表について 

 
■荒瀬委員 

 3ポリシーについての点検評価を重ね、高校生の教職への興味関心の掘り起こしのためにも、教
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職の魅力の発信にいっそう努められたい。 
 
■油谷委員 

    ホームページや広報刊行物等での公表や各説明会等を通して、学生や高校生・保護者などへの

周知は進んでいると思われるが、地域の大学として県民への情報発信という観点から、教育活動や

社会貢献活動等の取り組みについて、新聞・テレビなどの報道による発信をより進めていくことが

重要である。 
 
  ■菊野委員 

私自身、今回外部評価に参加させていただいて初めて知ったことが多かった。わが身の不明を

恥じるばかりだが、「教育学部」＝「教員専門」というだけの認識の県民も多いようにも感じる。

「地域社会の未来に資する人材の育成」は、地域社会全体が負う責務でもあり、できうる限り福井

大学にはその先導役も期待したいし、そのためにも情報発信はさらに広く、多様にお願いしたい。 
   
2．組織及び人事構成 

    

2-1 組織構成の状況について 

 
■荒瀬委員 

初等中等教育全体を見通した円滑な学習を支える教員養成のために、いっそうの研究と教育の

充実に努められたい。 
 
■油谷委員 

子どもに生きる力を育むためには、主体的・対話的で深い学びを実現する授業や、教科を横断し

た探究的な学びを推進するとともに、小中高の接続を見通した指導力の育成が重要である。このこ

とに対応するため、学校教育課程を「初等・中等教育コース」の枠組みに再編したことは、教員を

養成する大学の姿勢を明確にしたものと評価できる。ただし、特別支援教育に関しては、通常学級

における配慮が必要な子どもが増加していることに伴い、小中高すべての教員に専門性が求められ

る状況となっており、小学校教育サブコースや中等教育コースにおいても特別支援教育に係るカリ

キュラムをさらに充実していくことが必要である。 
 

■菊野委員 
求められるミッションに対応してカリキュラムの再編に至った経緯は理解できた。カリキュラ

ム内容の有効性などは専門外だが、教科探究系だけでなく、子ども理解系、学校地域連携系を設け

た小学校教育サブコースなど、育てる教師像を明確に持ち、その実現に狙いを絞った構成に思え

る。「教科担任制に取り組める高い専門性」「幼稚園との連携も視野に入れ」「地域と連携した学習

の開発」などの説明からは、教職員に今求められる能力は多様と改めて感じ、養成する大学側の大

変さを思う。成果も期待したいし、有効性も高めるために広いビジョンの継続、柔軟な発想と運用

をお願いしたい。 
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2-2 人事構成の状況について 

 
■荒瀬委員 

学術研究院についての検証に基づいて、所要の改善・充実を進められたい。 
 
■油谷委員 
  「学術研究院」の設置は、教員の意識改革を促し、学部の理念や目的の実現に資するものである。

より開かれた学校教育を推進する人材育成を進めるため、学校と地域が連携した授業や教育活動

を専門とする教員の採用・配置をさらに拡充していく必要があると考える。 
 
2-3 若手及び女性教員の採用状況について 

 
■荒瀬委員 

女性教員の比率の向上、昇格について、一層進められたい。 
 
■油谷委員 

    教員の年齢構成や女性教員の比率はバランスがとれており評価できる。教員を育成する学部の

使命を鑑みれば、教授・准教授の女性教員の比率をさらに高めていくことが重要である。 
 
■菊野委員 

 平成 28年から教員全員を「学術研究院」に所属させ、教育組織に配置する制度を導入したとあ 
る。狙いや目的は説明されているが、具体的な効果はどうなのか成果に注目したい。 

 
2-4 質の保証・向上に向けた体制の状況について 

 
■荒瀬委員 

 3ポリシーの適切な見直しのためには、会議はもちろんのこと、学部教員間の円滑なコミュニケ 
ーションが欠かせない。そのことのさらなる充実に努められたい。 

 
■油谷委員 

    子どもの主体的な学びを支援する教員を育成する観点から、学生の学習成績については、知識・

技能の評価に加え、教員としての資質能力の向上につながる評価が重要である。学習のプロセスを

学生自身に省察させる取り組みは高く評価でき、この取り組みがより成果を上げていくよう評価

研究を進めてほしい。 
 
3．予算 

 

3-1 予算状況について 

 
■荒瀬委員 
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 厳しいことが理解できる。この予算が、福井県、ひいてはわが国の学校教育を支えるものである 
ことが理解されるよう主張されるとともに、戦略的に検討されて、具体的な獲得の手立てを講じら 
れたい。 

 
■油谷委員 

 限られた予算の中で、教育・研究のレベルを維持向上させるよう努力されていることが窺える。

今後さらなる研究推進や施設充実のため、大学の研究や教育活動などを積極的に情報発信するなど、

民間企業や OBなどにも広く支援を求めていくことが重要と考える。 
 
■菊野委員 

地方創生を目的とする政府の 2022年度からの地方国立大の定員増案では、対象校への財政支援

も伴うと見られるが、どの程度の規模になるのか注視している。福井大は申請するのだろうか。全

国の地方国立大で定員が増えた場合、入学生の質の低下につながらないか。定員増の申請要件案に

挙がっている、「地元就職する学生向け奨学金の創設」の金額の多寡で学生が大学を選別しないか、

「産業創出への貢献」は教育学部にとっては当てはまるのかなど疑問な要素もある。地方創生の役

割をあてがわれた大学が、カリキュラムなどへの影響を及ぼす負担にならなければと思う。 
 
3-2 外部資金の獲得状況について 

  
  ■荒瀬委員 
    いっそうの努力を期待する。 
  
4．施設・設備 

    

4-1 施設・設備の状況について 

 
■荒瀬委員 

 多様な人の利用の視点から点検を続け、いっそうの充実を図られたい。 
 
■油谷委員 

 施設・設備の充実については教職員・学生の要望をもとに順次進められている。バリアフリーや

防犯などへの対応はどの程度達成しているか不明であるが、引き続き計画的に改善していくことを

期待したい。 
また、施設・設備の充実に併せて、経費削減のために節電の取り組みなど、学生・教職員の意識

の向上にも引き続き取り組んでいくことが肝要である。 
 
■菊野委員 

小中、高校と児童生徒へのタブレット配布を初めとするＩＣＴ教育が、大学でも導入されてい

くのだろうか。 
 防犯上などから実現は困難と思われるが、地域の小学校に、通学路として校内通過を開放するな
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ど、学内で日常的に地域との接点が持つ運用ができたらと個人的には思う 
 
4-2 教育環境について 

 
■荒瀬委員 
  学生の声に耳を傾け、いっそうの充実を図られたい。 
 
■油谷委員 

本県では児童生徒一人一台のタブレット端末を活用し、教員の教え込みから脱却する授業改善

を進めていることから、例えば教科指導等の演習を行う際には、教室でタブレットを活用する授業

を想定した環境で学びが深まるよう整備を進めていくことが必要である。 
 
4-3 研究環境について 

 
  ■荒瀬委員 

いっそうの整備に当たられたい。 
   
5．教育 

 

5-1 教育理念・人材育成の目的と特徴について 

 
■荒瀬委員 
  学習評価を含め、新学習指導要領に則した指導のできる教員養成に努められたい。 
 
■油谷委員 

学部の改組に伴い、地域社会のニーズを踏まえた学校現場での実践活動を重視し、主体的・対話

的で深い学びを実現するカリキュラムを編成していることは、教科指導の枠を超えた実践力の習得

に資するものと評価できる。このことは、改善されたカリキュラムポリシーや、それに基づくカリ

キュラムツリー・マップに明確に示されており、学生が見通しを持って学ぶことができる教育環境

が構築されている。 
  
■菊野委員 

「学校現場等での実践活動を初年度からカリキュラムの中心に据え」るなど、実践力の育成に尽

力する理念は、今求められる教師像とも合致するように思う。県教委との連携による「ＣＳＴ」も、

現場密着を重視した取り組みと思える。一方で「ＣＳＴ」になる教師側のメリットなど、教育向上

を目指す教員の地位向上なども、大学側からも関係機関へ働きかけてほしい。 
 
5-2 教育実施体制の状況について 

 
■荒瀬委員 
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  すべての免許が取得できるようにするのは、ぜひ維持されたい。 
 
■油谷委員 

 地方の国立大学として、予算や人的資源が限られた状況の中で、小中など複数の免許取得や 10

教科の中高免許の取得が可能な体制を維持するとともに、実務家教員を積極的に採用し、教育の質

の向上に努めていることは、本県の学校教育のニーズに応え、幅広い専門性の育成につながるもの

と評価できる。 
 
■菊野委員 

 「小中 2免許取得が可能なカリキュラム構成」「幼稚園・小学生・特別支援・10教科中高免許取

得を可能とする」体制の実現には、幅広い大学側の対応が必要と思う。限られた人員でその体制を

維持し、学生を前向きにする努力と工夫に感服する。5-4の教育成果では、多くの学生が二つの免

許を取得して卒業しているとあり、カリキュラムが有効に機能していると窺える  
 
5-3 教育活動の状況について 

 
■荒瀬委員 

 ○カリキュラムツリーについて、学生が自らの言葉で説明できることが重要であると考える。 
 ○学校体験学習は重要な取組であると考えるが、そこでの学びについての学生自身の省察を、今 

後いっそう重視されたい。 
 ○多様な取組について、今後も検証と充実を進められたい。 
 ○教員養成スタンダードについては、必要に応じ、新学習指導要領、「令和の日本型学校教育」 

答申等に基づいて確認し、改善を重ねられたい。 
 ○入学者受け入れについては、教員養成の意義に基づいて、他大学のものも含め多様な方式を研 

究・開発し、より適正なものになるよう具体的に検討・実施されたい。その際、教職の重要性 
と魅力の発信にいっそう努められたい。 

 ○なお、くどいようだが、「探究」と「探求」については、学生に説明できるよう整理されたい。 
 
■油谷委員 

 新設科目の「学校体験学習」は、教科指導以外の教員の幅広い業務に触れ、教員の仕事について

多角的に理解する大変良い活動である。より効果的な学びが実現するよう、受入先の学校に対して

科目の趣旨を十分に伝え理解を深めていくことが必要である。「探求ネットワーク」「ライフパート

ナー事業」についても特色ある教育活動として評価できるが、参加している子どもの成長や関係教

職員の評価も踏まえ、学生にとってより効果的なプログラムとなるよう改善を進めてほしい。また、

入学者の選抜については、年度ごとに入試制度の改善を行い適正な学生の確保に努めているが、今

後は、本県の高校において探究的な学習を推進していることを踏まえて推薦選抜等におけるプレゼ

ンテーションなど高校 3年間の学びを評価する選抜方法の改善や、教員の定年延長に伴う教員採用

の動向を踏まえた募集人員の検討などの課題に取り組む必要がある。 
 
■菊野委員 
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  学校現場経験を増やす試みは多岐にわたり、実践的な力量形成に力を入れる狙いが見て取れる。

「学校体験学習」では、6つの体験学習から合計 15ポイントになるよう、学生に自発的に学びを選

択させる工夫も導入されている。 
  こうした研修プログラムは回を重ねるにつれ手順がオートマチック化し、学生はお膳立てされた

手順をなぞる回遊にとどまる恐れもあるが、絶えず点検・検証し、この素晴らしいプログラムの実

効性を維持し続けてほしい。 
  もう一つ、これも既に取り組まれているかもしれないが、学生が実地研修で見聞し体験した「現

場の矛盾や課題」は関係機関と協議するなどして、教職員の労働環境改善につなげてほしい。教育

活動とはやや逸脱してしまうかもしれないが。 
 志願者確保の取り組みで「嶺南地域枠入試」の導入は思い切った施策で、福井県にとってはあり

がたい制度と思う。卒業生の進路など今後の成果に注目していきたい。 
 
5-4 教育成果の状況について 

 
■荒瀬委員 

 ○引き続き教員就職率の向上に努められたい。 
 ○データと、データとしては表れにくい個々の声に基づいて、学修と学生生活のいっそうの充実 

に努められたい。 
 ○どこまで手をかけるかことが必要か、自律的な学習者を育てるための手立てについて研究と 

実践、また、発信を重ねられたい。 
  
■油谷委員 

 本県をはじめとする教員採用の合格状況は高い水準を維持しており、学部の教育が高い成果を 
上げていることの証左である。 

 
■菊野委員 

 教員就職率は景気動向などにも左右される場合があるが、高い教員就職率は学生が福井大学で

学ぶ中で、教職へのやりがいを見いだしたともいえる。19年度の教員採用試験の倍率は公立小の全

国平均が過去最低の 2.7 倍で、福井県も 2.8 倍と全国並みと聞く。佐賀県や長崎県は 1.4 倍。5-3

で挙げた嶺南地域枠入試のような取り組みや、学校職場環境改善などへ関係機関との連携を進めて

ほしい。 

 
5-5 学生支援の状況について 

 
■荒瀬委員 
  誰もが学びを深められるよう、いっそうの充実に努められたい。 
 
■油谷委員 

オフィス・アワーの設定は、近年の学生の特性を踏まえ、学生への支援として有効な方法であ

る。また、高等学校段階までにおいて、発達障がいや、その疑いのある児童生徒が増加傾向にある
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ことから、特別な支援を要する学生への支援体制については、さらに充実していく必要がある。 
  
■菊野委員 

福井大学の高い就職率はよく知られたところで、数々のガイダンスや採用試験対策、オフィス・

アワーの実施などの手厚いサポートが、就職率向上につながっていると理解できた。過度が過ぎる

サポートは、教職を目指す学生からたくましさを奪う諸刃の部分もあり、カリキュラム同様に適正

かどうかの検証は進めてほしい。 
 
5-6 教育の質保証への対応について 

 
■荒瀬委員 

 アンケートの実施は重要である。同時に、学生からの聞き取りもまた重要であるので、必要な質 
保証に向けての取組を続けられたい。 

 
■油谷委員 

教育に携わる人材の育成は、学校現場の目線が重要であり、「現場実践 6割タスクフォース」の

取り組みはとても有効である。附属学園のほか県内各地域の大規模校から小規模校まで多くの学校

との連携・協働を進めて比較考量することなどを通して、さらに質の高い教育を進めていくことが

重要である。 

「現場実践 6割タスクフォース」「卒業生が勤務する学校管理職への意見聴取」など、5-3で挙げ

させていただいた杞憂を晴らす取り組みがある。「長期教育実習」した学生へアンケート項目を見

ると、学生が省察できるよう、具体的に検証できる配慮された内容で、行き届いた指導を感じた。

余談的に、このアンケートで教員志望の意欲が薄れていくと回答した学生には、どう対処していく

のだろうか。 

 
6．研究 

 
6-1 研究目的と特徴について 

 
■荒瀬委員 

 多様である。いっそうの充実を図られたい。そのためにも、教員が自由に使える時間の確保に努 
められたい。 

 
6-2 研究活動の状況について 

 
■荒瀬委員 

実践的活動については、対象者の評価に基づいて、いっそうの充実を図られたい。 
 
■油谷委員 

  「現場実践６割タスクフォース」など学校教育における実践的研究が充実しており、特に、小中
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高の現職教員と協働して行う「協働実践研究プロジェクト」を進めていることは、本学が地域の学

校教育に深く関わりを持っている表れであると評価できる。 
 
■菊野委員 

これはマスコミ人の勝手で都合のいい要望とご容赦いただきたい。研究というより、調査やカ

リキュラムの範疇かもしれないが、タイムリーなテーマに取り組み適宜公表いただくと、福井県民

の福井大への関心も高まると思う。たとえばコロナ下においてのリモート学習の影響や功罪など。 
 
6-3 研究成果の状況について 

 
■荒瀬委員 
  さらにいっそう広報に努められたい。 
 

7．社会連携・貢献 

    

7-1 社会連携・貢献の目的と特徴について 

 
■荒瀬委員 

コロナ禍で厳しい状況の中、これまでとは異なる形の模索が必要になっており、学校との連携

を通しての社会連携・貢献に重点を置くことが一つの方法かと考える。グローバル化についても同

様だが、いわば「充電」の時期かもしれない。好機と捉え、いっそうの検討と具体化に努められた

い。 
 
7-2 社会連携・貢献活動の状況について 

  
■荒瀬委員 

 免許状更新講習の受講者による評価の高さは誇れるものと考える。今後、その活動をどのように

展開していくかについて、ぜひ検討されたい。 
 
■油谷委員 

生涯学習市民開放プログラムによる正規授業の開放や公開講座、ふくい文化研究会の取り組み

など、本学が研究成果等の社会還元に積極的に取り組んでいることは大変評価できる。また、高校

生や保護者を対象とした説明会なども充実しており、学部の魅力等を周知する良い機会となって

いることが窺える。コロナ禍への対応は今後も続くと思われるため、オンラインの活用などより多

くの県民や生徒・保護者が参加できる体制を検討されたい。 
 
■菊野委員 

情報氾濫時代にあって、「確かな知」への欲求は高く、「大学」ブランドへの信頼も高い。知の拠

点として福井大学の存在を、県民は心強く思っている。地方の審議会や委員会などに参画された学

部教員の助言・指導は地域の知見を広げ、議論深化につながっている。助言のみならず、近年は会
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に長として加わり、とりまとめ役も多いように思う。公開講座や委員会委員などの状況報告を見て、

多忙な中でと恐縮すると共に、改めて大学がある心強さを感じた。 
 
7-3 社会連携・貢献活動の成果・効果の状況について 

 
■荒瀬委員 

 大学進学説明会や高校訪問説明会について、どのような効果があったかについて検証されたい。 
 

8．グローバル化 

 

8-1 教育のグローバル化について 

  
■荒瀬委員 

 コロナ禍で厳しい状況の中、これまでとは異なる形の模索が必要になっている。その好機と捉

え、今後の充実に向けて、いっそうの検討と具体化に努められたい。 
 
■油谷委員 

教員に求められる資質能力として、国際的な視野や多文化共生の観点がますます重要になって

いる中で、留学生の派遣や国際交流の推進等に積極的に取り組まれていることが窺える。コロナ禍

が落ち着いてきたら多くの学生がチャレンジできるよう資金の援助など制度の充実を進めていた

だきたい。 
 
■菊野委員 

 留学を経験した学生が教員採用試験に受かる割合が増えているという記述があり、国際交流の

経験がさまざまに作用していると分かる。コロナ下にあって活動停止はやむを得ないが、個人的に

はオンラインは、情報交換は果たせても留学の代替にはなりえないとも思っている。 
 
8-2 国際交流について 

 
■荒瀬委員 
  学部独自サバティカル制度の活用推進を図られたい。 
 

9．附属施設の活動 

  

9-1 教育学部附属学園について 

 
■荒瀬委員 

児童生徒、附属幼稚園を含めた教職員の活動等の取組と成果の発信を積極的に行い、県内はも

とより国内、海外にも、それらのいっそうの普及に努めるよう検討されたい。 
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■油谷委員 
  附属小・中学校を附属義務教育学校に統合し、幼稚園も併任する専任校長を配置したことは、幼

小中を接続した 12 年間の一貫教育の先進的・先導的研究を進める上で大変意義がある。県内の公

立校教員の交流人事により本県のさらなる教育力向上が期待できる。 

義務教育学校後期課程の PBLは長年にわたり大きな成果を上げていると認識しているが、県内公

立中学校への成果普及など外部への発信が弱い印象がある。連携校を設定して協働研究や交流学習

を進めるなどさらに活動の幅を拡げてほしい。 

 
■菊野委員 

5年をかけて一つの主題研究に取り組む一貫教育の研究拠点として、またさまざまな実習の受け

入れを果たす教師教育の拠点としてなど、附属学園が果たす役割が説明された。 

こうした取り組みが研究発表以外にも、どう他の学校現場へ伝播させていくかの取り組みも知

りたい。福井県はもちろん日本の教育の底上げに強くつなげてほしい 

 
9-2 教育学部附属教育実践総合センターについて 

 
■荒瀬委員 

外国にルーツを持つ児童生徒への学習支援プロジェクトについては、海外に在住していた日本

人児童生徒も含めて、いっそうの充実を図られたい。同時に取組と成果の公表、他機関との交流も

進められたい。 
 
9-3 総合自然教育センターについて 

  
■荒瀬委員 

貴重な財産の活用については、地域への開放も含めて、いっそうの利活用を検討されたい。ま

た、整備や運営への児童生徒、学生の参加・参画も検討されたい。 
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2-3 外部評価における意見への対応

外部評価における意見への対応 

部局等  教育学部

外部評価委員等からの意見等 

（令和 4 年 1 月 13 日実施） 
対応策・対応状況・部局長の意見等 

項目番号：1-3 学部等の理念・目標、

及び活動状況の公表について

３ポリシーについての見直しを継続的に行う

とともに、入試説明会やオープンキャンパス、

ホームページ等をとおして、教職の魅力発信に

取り組みたい。さらには学部等で行っている特

色ある活動についても、様々な発信の機会を設

けていきたい。

・３ポリシーについての点検評価を

重ね、高校生の教職への興味関心の

掘り起こしのためにも、教職の魅力

の発信にいっそう努められたい。

・地域の大学として県民への情報発

信という観点から、教育活動や社会

貢献活動等の取り組みについて、報

道による情報発信をより進めていく

ことが重要である。

項目番号：2-1 組織構成の状況につい

て

小中教員を目指す学生であっても、主免に加え

て特別支援免許取得も取得しやすいカリキュラム

を来年度入学生から開始する予定である。また学

生に対し、特別支援免許取得に向けてのガイダン

スを積極的に行っていきたい。

・特別支援教育に関しては、通常学

級における配慮が必要な子どもが増

加していることに伴い、小中高すべ

ての教員に専門性が求められる状況

となっており、小学校教育サブコー

スや中等教育コースにおいても特別

支援教育に係るカリキュラムをさら

に充実していくことが必要である。

項目番号：2-2 人事構成の状況につい

て

平成 28 年度より小学校教育サブコースに、３系

（学校・地域連携系）を設定し、地域と学校をつ

なぐ教員養成のための科目を設定している。また

探求ネットワーク事業やライフパートナー事業、

CST 養成支援事業など、大学と地域を接続した教

育を進めている。これらを支援するための教員及

びメンター等の配置も充実させてきている。さら

に、嶺南地域枠入試導入に伴い、嶺南地域と連携

した授業を行う嶺南地域教育プログラムを令和 4 年

度から導入する。この成果を検証し、今後の教員

養成の授業に取り入れることについて、検討を進

めたい。

・より開かれた学校教育を推進する

人材育成を進めるため、学校と地域

が連携した授業や教育活動を専門と

する教員の採用・配置をさらに拡充

していく必要があると考える。

項目番号：2-3 若手及び女性教員の採

用状況について

教員養成領域の教員のうち女性が占める割合は

29％と他の部門・領域に比べて高く、国立大学協

会が取りまとめた「国立大学における男女共同参

画推進について－アクションプラン（2021 年度～

2025 年度）」に示されている教育系の目標値 31％
以上に迫る状況にある。教員の募集要項では、「業

績等の評価において同等と認められた場合に

は，女性または国際経験のある方を積極的に採

・女性教員の比率の向上、教授・准

教授の女性教員の比率をさらに高め

ていくことが重要である。

別紙３（第８条関係）
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用します」と明示している。昇格に当たっても、

学部内公募制の下、女性教員の昇格を推進してい

きたい。

項目番号：3-1 予算状況について  教員採用にあたって、非常勤講師や特命教員の

経費を抑えられるよう、専門分野等の配置に配慮

する。また国や県の予算獲得に積極的に取り組

む。加えて、本学の組織的な支援依頼の手段とし

て「福井大学基金」を設定している。現在、特定

基金項目として、「福井県内（又は、嶺南地域）教

員養成支援(仮称)」等の項目は設定していないが、

今後検討していきたい。

また ISO 活動等を通し、経費削減だけでなく

SDGs についても、学生・教職員の意識向上に努め

ていきたい。

・予算が厳しいことは理解できる。

戦略的に検討されて、具体的な獲得

の手立てを講じられたい。民間企業

や OB などにも広く支援を求めてい

くことが重要と考える。

・経費削減のために節電の取り組み

など、学生・教職員の意識の向上に

も引き続き取り組んでいくことが肝

要である。

項目番号：4-2 教育環境について ICT機器が導入された学校現場での教育に対応で

きるよう、タブレット端末を使った ICT 対応授業

が可能な講義室を用意するとともに、ICT教育に関

する実践的講義科目を令和 4 年度から設けている。

今後さらに ICT を用いた授業の進め方等につい

て、検討を進めたい。

・教科指導等の演習を行う際には、

教室でタブレットを活用する授業を

想定した環境で学びが深まるよう整

備を進めていくことが必要である。

項目番号：5-1 教育理念・人材育成の

目的と特徴について

・CST の実績・成果をもとに、理科以外の教科に

おけるインターンシップへと取組を拡大してい

る。また、県教員研修への連携強化等を通して、

教員が向上心をもって学び続けることへのモチベ

ーションを高められるよう、今後も支援する。

・福井大学では、令和 3 年 4 月に全学組織として教

職総合開発本部を立ち上げ、その中の地域教職開

発部の主たる取り組み事項の１つとして CST 事業

を掲げ、今後も事業支援を継続していきたい。

・CST 事業は教員養成と研修機会の一体化、更に

は教員のリカレント教育と地域の教員支援を実現

した先導的モデルとしてとらえており、福井県教

育委員会からも一定以上の評価を頂いているもの

と考えている。今後も、CST の実績を積み上げ、

県教育委員会には、教育向上を目指す教員の地位

向上の見える化を働きかけていきたい。

・県教委との連携による「ＣＳＴ」

も、現場密着を重視した取り組みと

思える。一方で「ＣＳＴ」になる教

師側のメリットなど、教育向上を目

指す教員の地位向上なども、大学側

からも関係機関へ働きかけてほし

い。

項目番号：5-2 教育実施体制の状況につ

いて

・小学校、中高 10 教科、特別支援、幼稚園の免許

取得が可能な教員配置を維持できるよう計画的な

採用人事を今後も行っていく。

・福井県の教員採用の動向も踏まえ、第４期中期

計画・中期目標において特別支援免許の取得人数

増加を目標として設定している。学校教育におけ

る新たな課題に対応できる教員養成を実現するた

め、将来的なコース再編も視野に入れ第４期を通

して入試方法やカリキュラムの改善に取り組む。

・すべての免許が取得できるように

するのは、ぜひ維持されたい。

・教員の定年延長に伴う教員採用の

動向を踏まえた募集人員の検討など

の課題に取り組む必要がある。

項目番号：5-3 教育活動の状況について ・「学校体験学習」では受入れ校の意向等を丁寧に
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・「学校体験学習」は、教員の仕事

について多角的に理解する大変良い

活動である。より効果的な学びが実

現するよう、受入先の学校に対して

科目の趣旨を十分に伝え理解を深め

ていくことが必要である。

・「探求ネットワーク」「ライフパー

トナー事業」についても参加してい

る子どもの成長や関係教職員の評価

も踏まえ、学生にとってより効果的

なプログラムとなるよう改善を進め

てほしい。

確認しながら、学校の状況に即した学びの充実を

図っていきたい。GIGA スクール構想に基づく学校

現場の ICT 環境も整ってきたことから、大学から

オンライン接続による「学校体験学習」も検討し

ていきたい。

・「学校体験学習」は学生が将来の職場としての

意識を高め、教職に就く意思をより強固なものと

する機会となることを期待している。各市町教育

委員会や学校現場にはこの趣旨を丁寧に伝え、積

極的な支援をお願いしていきたい。

・本学部の長年の特徴ある取組である「探求ネッ

トワーク」「ライフパートナー」についてはその実

績をふまえながら、より充実した学びを実現する

よう改善を図りたい。

項目番号：5-4 教育成果の状況について ・令和４年度からは、特に ICT を活用した教育実

践力の育成に関し、必修の科目、および総合教職

開発本部の教職キャリア支援事業（教採対策講座

等）において重点的に取り組んでいきたい。

・引き続き教員就職率の向上に努め

られたい。

項目番号：5-5 学生支援の状況について ・教務課と連携し、欠席の多い学生をピックアッ

プし助言教員等によるフォローにつなげるシステ

ムの改善を今後も続けていく。コロナ感染症蔓延

が続く中、対面コミュニケーションの機会が少な

い状況が続くことが予想されるため、今後もきめ

細かい対応を行っていく。

・教職員のＦＤ活動としての学内研修を定期的に

開催するとともに、学生相談室や保健管理センタ

ー等の学内の様々なサポート部門との連携も強化

していきたい。

高等学校段階でも、発達障がいや、

その疑いのある児童生徒が増加傾向

にあることから、特別な支援を要す

る学生への支援体制については、さ

らに充実していく必要がある。

項目番号：5-6 教育の質保証への対応に

ついて

・学部教育の質保証のエビデンスとして効果的な

意向調査の方法について、第４期中期目標・中期

計画に照らして再検討を行う予定。

・教員志望の意欲が低下した学生のフォローアッ

プは従前からの課題であり、助言教員の支援・指

導により対応してきた。一方、この問題を解消に

近づけるためには、入学時点で教員を強く志望す

る学生を確保することも重要である。令和４年度

入試より導入した嶺南地域枠入試の結果を注視し

ながら、高大接続型入試の活用について検討す

る。

・アンケートの実施は重要である。

同時に、学生からの聞き取りもまた

重要であるので、必要な質保証に向

けての取組を続けられたい。

・アンケートで教員志望の意欲が薄

れていくと回答した学生には、どう

対処していくのだろうか。

項目番号：6-1 研究目的と特徴について 委員会や会議等の整理を進めるとともに、必

要に応じて ICT を活用し、効率化を図ることに

より、教員が自由に使える時間の確保に努めた

い。

福井大学のサイト上で教員の教育・研究活動

の内容を検索する方法をわかりやすく説明す

る。

・いっそうの充実を図られたい。そ

のためにも、教員が自由に使える時

間の確保に努められたい。

・タイムリーなテーマに取り組み適

宜公表いただくと、福井県民の福井

大への関心も高まると思う。たとえ

ばコロナ下においてのリモート学習

の影響や功罪など。

項目番号：7-1 社会連携・貢献の目的と

特徴について

コロナ禍に対応しながらの大学での活動が続

いている。この中で ICT を用いた活動が広が
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・コロナ禍で厳しい状況の中、これ

までとは異なる形の模索が必要にな

っており、学校との連携を通しての

社会連携・貢献に重点を置くことが

一つの方法かと考える。

り、授業や会議に多く取り入れられてきた。こ

の実績を踏まえ、学校や社会との連携、社会貢

献、地域貢献においても、新展開の好機と捉

え、具体的な取り組みを進める中で、ICT を用

いた遠隔での活動とすべき内容等を吟味し、よ

り効率的な大学の社会連携・地域貢献の姿を示

していきたい。

項目番号：7-2 社会連携・貢献活動の

状況について
免許状更新講習については、受講者の好評価も

得ており、県の悉皆研修と連動した仕組みも構築

されていることから、講習内容としては、充実し

たものであったと総括している。令和５年度以降

も福井県教育委員会と福井大学との連携の中で、

今後の県の悉皆研修とも連動させていく形など、

県との協議を進めていきたい。

オンライン活用については、大学の授業におい

ても新型コロナウイルス対応のみならず、継続し

ていくことになる。対面形式の利点とオンライン

形式の利点の相乗効果の期待できる大学の授業形

態を整えていくことと同時に、本学の持つ「公開

講座」、「オープンキャンパス」、「生涯学習市民開

放プログラム」、「福井県地域共同リポジトリ」等

の制度を活用しその情報発信や体験の機会を提供

していきたい。

・免許状更新講習の受講者による評

価の高さは誇れるものと考える。今

後、その活動をどのように展開して

いくかについて、ぜひ検討された

い。

・コロナ禍への対応は今後も続くと

思われるため、オンラインの活用な

どより多くの県民や生徒・保護者が

参加できる体制を検討されたい。

項目番号：7-3 社会連携・貢献活動の成

果・効果の状況について

「高校訪問説明会」では、毎回、出席者アンケ

ートを行っており、生徒には説明内容を概ね理解

いただいているという結果を得ている。アンケー

トでは説明会でさらに知りたい内容についても調

査しており、入学後の教育・研究内容、卒業後の

進路・就職先、および大学や講義の雰囲気などを

説明に加えてきた。今後は、説明を行った高校側

や入学者へのアンケートを検討し、必要かつ効果

的な広報活動について検証していきたい。

大学進学説明会や高校訪問説明会に

ついて、どのような効果があったか

について検証されたい。

項目番号： 8-1 教育のグローバル化に

ついて

これまでどおり国際課と連携しながら「海外

留学支援制度」と「海外研修プログラム設置」

への申請を継続する。そして、獲得した「国際

交流支援金」を利用した短期教育研修や短期語

学研修などにより多くの学生が意欲関心を向け

るように、今まで以上に学生にアナウンスを行

い、チャレンジしようとする学生数の増加に努

めたい。

・教員に求められる資質能力とし

て、国際的な視野や多文化共生の観

点がますます重要になっている。コ

ロナ禍が落ち着いてきたら多くの学

生がチャレンジできるよう資金の援

助など制度の充実を進めていただき

たい。

項目番号：8-2 国際交流について 教員に対してサバティカル制度に関する周知

を行うとともに、希望する教員および所属コー

ス等に対する配慮を検討するように努めたい。・学部独自のサバティカル制度の活

用推進を図られたい。

項目番号：9-1 教育学部附属学園につい

て

附属学園は教員研修機能を持ち、附属在任中の

教育実践研究成果は研究会で公開するのみでな

く、公立校へ異動後も多くの教員が研究部に所属

して実践研究の活性化に務めている。

令和元年に、高志中学校と附属義務教育学校後

期課程の間で PBL 学習交流会を実施した。その後

も継続する予定であったが、コロナ禍のために中

断している。

・県内公立中学校への成果普及など

外部への発信が弱い印象がある。連

携校を設定して協働研究や交流学習

を進めるなどさらに活動の幅を拡げ

てほしい。
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項目番号：9-2 教育学部附属教育実践総

合センターについて

当該プロジェクトについては総合教職開発本部

において継続する。他機関との連携によるプロジ

ェクトの充実と成果公表についても検討を進め

る。
・外国にルーツを持つ児童生徒への

学習支援プロジェクトについては、

海外に在住していた日本人児童生徒

も含めて、いっそうの充実を図られ

たい。同時に取組と成果の公表、他

機関との交流も進められたい。

項目番号：9-3 総合自然教育センターに

ついて

体験型農園等により地域住民に対する圃場の一

部貸し出しが行われている。

現在、総合自然教育センター運営委員会は、大

学教員と附属学園の教員で構成されている。ステ 

ークホルダである学生の視点も含めた運営が求め

られる時代であり、今後検討していく。

・地域への開放も含めて、いっそう

の利活用を検討されたい。また、整

備や運営への児童生徒、学生の参

加・参画も検討されたい。
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３ 福井大学教育学部 

外部評価関係ワーキング 

・グループ構成員名簿





3 福井大学教育学部外部評価関係ワーキング・グループ構成員名簿 

 

 

〇福井大学教育学部外部評価準備ワーキング・グループ 

氏  名 所 属 講 座・職 名 

大 山 利 夫 理数教育・教授（担当主査） 

松 友 一 雄 言語教育・教授 

澁 谷 政 子 芸術・保健体育教育・教授 

西 沢   徹 理数教育・教授 

岸   俊 行 発達科学・准教授 

櫻 本 篤 司 理数教育・教授 

長谷川  裕子 社会教育・教授 

淺 原 雅 浩 理数教育・教授 

橋 本 康 弘 社会教育・教授 

伊 達 正 起 言語教育・教授 

湊   七 雄 芸術・保健体育教育・教授 

吉 村 治 広 芸術・保健体育教育・教授 

栗 原 一 嘉 理数教育・教授 

 

 

〇福井大学教育学部外部評価実行ワーキング・グループ 

氏  名 所 属 講 座・職 名 

山 本 博 文 理数教育・教授（学部長） 

大 山 利 夫 理数教育・教授（担当主査） 

澁 谷 政 子 芸術・保健体育教育・教授 

櫻 本 篤 司 理数教育・教授 

淺 原 雅 浩 理数教育・教授 

湊   七 雄 芸術・保健体育教育・教授 
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４ 自己点検評価 

（外部評価のための資料） 
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※カリキュラムの一部を紹介しています。

1年次 2年次 3年次 4年次

両
コ
ー
ス
共
通

初
等
教
育
コ
ー
ス

中
等
教
育
コ
ー
ス

サブコース・系配属

全学共通教育科目

卒業研究

卒業研究

学校教育相談Ⅰ（ライフパートナー）

総合的な学習の時間と特別活動（探求ネットワーク） 組織学習研究

教職入門 学習支援実習（介護等体験を含む）

学習過程研究

長期教育実習（主免教育実習）

嶺南地域学B
（嶺南地域での体験活動等）

教育実習事前・事後学習
（嶺南地域での学校体験活動）

学校教育相談Ⅱ

２年目以降については、選択科目として履修することで継続可能。 

教職実践演習

嶺南地域枠入学者又は入学後に所定の手続きを行い履修を許可された者。

副免教育実習

副免教育実習
（嶺南地域の小中学校）

4年間の学び

系・サブコース基礎科目

系・サブコース基礎科目

教科に関する専門的事項（小学校）
（教科国語基礎、教科社会基礎、教科算数基礎、教科保健基礎、教科英語基礎、生活技術基礎、理科実験観察法、家庭基礎概論、音楽実習、図画工作実習、体育実習など）

授業研究

特別支援教育総論、ＩＣＴ実践演習、言語活動研究、教育の理念・歴史・思想、教育心理学、発達心理学、教育制度・経営論、カリキュラムと教育方法、道徳教育法など

初等教科教育法
（初等国語科教育法、算数科教育法、初等英語科教育法など）

教科に関する専門的事項
（国文学概論、英語学講義Ⅰ、人文地理学概説、線形代数Ⅰ、地球科学概論Ⅰ、木材加工実習、栄養学、声楽基礎Ⅰ、彫刻制作基礎Ⅰ、スポーツバイオメカニクスなど）

教科教育法
（公民科教育法、理科教育法、音楽科教育法など）

嶺南地域学A
（嶺南地域と教育事情）

嶺 南 地 域
教育プログラム
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インターンシップとしての「長期教育実習」に関するアンケート（令和２年度） 













 





















資料 6-3-1　代表する優れた研究業績一覧

○ 教育内容に関する実践的・基礎的研究（4 件）

1） 破局的災害を引き起こす地学現象に関する研究
2） 和音構成音間のヒエラルキーをダイナミクスの差異によってコントロールする作曲法と新

記譜法の研究開発
3） 生涯を通じた健康・体力、身体諸機能の保持増進と生活習慣との関係
4） 成人期注意欠陥・多動症(ADHD)に関するアセスメントと症状重症度評価尺度について

○ 教育方法に関する実践的・基礎的研究（6 件）

1） 学習者の発話スキル向上に有効な発話タスクの練習方法に関する研究
2） 高校生を対象とした憲法に関する知識、意見、意識の調査とその解析
3） 知的障害を持った子どもを対象とした主権者教育の教材開発及び実践・実証研究
4） ノントキシック版画技法の普及に向けた国際共同研究
5） 教師の授業マネージメントが授業運営および子どもの学習行動に与える影響の解明に関す

る研究
6） 安全・防犯教育カリキュラム開発のための実践教育及び効果測定に関する研究

○ 地域や学校現場における実践や教員研修等に関する研究（2 件）

1） アートマネジメントによる地域の文化力向上
2） 地域の核となる理科教員(CST)養成の高度化と CST との協働による新規理科実験教材の開

発・実践に関する実証的研究





























































 

 

 

      

  

 

 

 

 



































福井県内（主に福井市内）の外国にルーツを持つ子どもたちへの学習支
援を行っています。お気軽にお問い合わせ・ご相談ください。 

学習支援 

福井大学の日本人学生と留学生がチームとなり、子どもたちの母語と日
本語の両方で学校の勉強をサポートします。場所は福井大学や子どもが
在籍している学校（遠方の場合は要相談）です。サポート可能な言語は
主に中国語と英語ですが、その他の言語についてもご相談ください。 

 

母語教材（中国語・英語・ポルトガル語） 

これまでの学習支援のなかで作成した母語教材をお分けしています。 















令和 3年度 外部評価報告書 

発 行 日 2022(令和 4)年 3月 25日 

編集・発行 福井大学教育学部 

外部評価実行ワーキング・グループ 
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	外部評価報告書 教育学部（2022年3月）
	外部評価報告書 教育学部（2022年3月）
	外部評価報告書 教育学部（2022年3月）
	外部評価報告書 教育学部（2022年3月）
	外部評価報告書 教育学部（2022年3月）
	教育学部外部評価報告書（2022年3月）
	下書き　報告書
	前半部分100
	前半部分100
	前半部分5
	前半部分3.1
	0-0外部評価報告書 表紙（２枚目余白）
	空白


	前半部分
	前半部分
	前半部分3.1
	前半部分2.1
	前半部分2.1
	前半部分4
	0-1目次





	前半部分5






	空白
	外部評価報告書 教育学部（2022年3月）
	教育学部外部評価報告書（2022年3月）
	下書き　報告書
	前半部分100
	前半部分100
	前半部分
	0-2序 外部評価を終えて




	空白
	1-0外部評価実施の概要 扉（２枚目余白）
	下書き　報告書
	前半部分100
	前半部分100
	前半部分
	前半部分5
	前半部分3.1
	前半部分2.1
	前半部分2.1
	前半部分4
	前半部分3
	1-1外部評価委員会名簿


	前半部分4
	前半部分3
	1-2外部評価実施概要
	1-3外部評価項目
	1-4外部評価委員会スケジュール（2枚目余白）










	2-0外部評価結果 扉（２枚目余白）






	2-1教育学部外部評価結果（外部評価書）修正
	外部評価報告書 教育学部（2022年3月）
	外部評価報告書 教育学部（2022年3月）
	外部評価報告書 教育学部（2022年3月）
	外部評価報告書 教育学部（2022年3月）
	外部評価報告書 教育学部（2022年3月）
	教育学部外部評価報告書（2022年3月）
	下書き　報告書
	前半部分100
	前半部分100
	前半部分
	前半部分5
	2-3別紙３_外部評価における意見への対応








	空白
	外部評価報告書 教育学部（2022年3月）
	外部評価報告書 教育学部（2022年3月）
	教育学部外部評価報告書（2022年3月）
	3-0外部評価関係WG構成員名簿 扉（２枚目余白）






	3-1外部評価関係WG構成員名簿（2枚目余白）
	外部評価報告書 教育学部（2022年3月）
	外部評価報告書 教育学部（2022年3月）
	外部評価報告書 教育学部（2022年3月）
	外部評価報告書 教育学部（2022年3月）
	外部評価報告書 教育学部（2022年3月）
	教育学部外部評価報告書（2022年3月）
	4-0外部評価のための資料 扉（2枚目余白）
	下書き　報告書
	自己点検評価書 教育学部 2021年11月


	空白
	教育学部外部評価報告書（2022年3月）
	下書き　報告書
	100-0外部評価報告書 奥付










